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    構造改革特別区域法の一部

の施行について 
 
 
 先般、構造改革特別区域法の一部

により構造改革特別区域法（平成

特定事業として、市町村による狂

１６年１０月１日から施行されると

本事業は、従来、狂犬病予防法

府県知事又は保健所を設置する市

の指定、犬の抑留等を行う措置に

町村（地域保健法（昭和２２年法

政令で定める市を除く。以下「市町

ができるものとする制度である。 
ついては、本改正の概要及び留

上、貴管下の関係機関及び関係市町

犬等の対策等の徹底」（平成１４年

した、海外からの狂犬病の侵入防

る場合には、本制度を積極的に活用

 

１ 本制度の概要及び留意点 
 
（１）構造改革特別区域の認定につ

  市町村が、その設定する構造

革特別区域（以下「特区」という

の区域の範囲に比較して少なく
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を改正する法律（狂犬病予防法関係） 

を改正する法律（平成１６年法律第６０号）       

１４年法律第１８９号）第２条２項に基づく

犬病予防員任命事業が新た創設され、平成  

ころである。 
（昭和２５年法律第２４７号）に基づき都道

長が実施する、狂犬病予防員の任命、捕獲人

加え、地域の事情や市町村の判断に応じ、市

律第１０１号）第５条第１項の規定に基づく

村」という。）の長がこれらを実施すること

意事項は、下記のとおりであるので、了知の

村に対して、「我が国に不法に持ち込まれる

９月２７日健感発第０９２７００１号）で示

止対策などを始めとした対策強化の必要があ

されるよう周知をお願いする。 

記 
 

いて 
改革特別区域法第２条２項に規定する構造改

。）における狂犬病予防員の数が当該市町村

、狂犬病の発生を予防するために、狂犬病予



防法に基づく犬の抑留に関する事務を当該市町村長が自ら行う必要があると

認めた場合、内閣総理大臣に認定を申請する。認定を受けた日以降は、特例

措置として、当該市町村の職員である獣医師であるもののうちから狂犬病予

防員を任命し、犬の抑留に係る事務を行わせることができるものである。 
 
（２）特例措置の対象となる事務 
① 狂犬病予防員の任命（狂犬病予防法第３条） 
② 狂犬病予防員による犬の抑留（狂犬病予防法第６条第１項から第３項ま

で、第７項及び第９項） 
③ 犬の抑留所の設置（狂犬病予防法第２１条） 
  
（３）必要な費用の負担 
  特区における抑留に係る事務に関する費用については、狂犬病予防法第 

２３条の規定にかかわらず、犬の所有者が負担する飼養管理費及び返還に要

する費用を除き、市町村の負担による。 
  
（４）留意点 
  本制度は、市町村長が任命した狂犬病予防員が、狂犬病予防法第６条に基

づく登録等を受けていない犬の抑留及び同法第２１条に基づく抑留所におけ

る管理を行わせることができるものである。この場合であっても、同法に基

づき都道府県等が実施する抑留等に係る権限が失われるものではないこと。 
   
 
２ 本制度の申請手続き 
 
  構造改革特区計画認定申請マニュアル（総論及び規制の特例措置（平成  

１６年９月３日内閣府構造改革特区・地域再生担当室））を参照の上、市町村

長より内閣総理大臣あて（内閣府構造改革特区・地域再生担当室）申請を行

われたい。 
 


